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○匝瑳市意思疎通支援事業実施規則 

平成１８年９月２９日 

規則第２０６号 

改正 平成２０年７月２９日規則第４６号 

平成２２年６月２１日規則第３４号 

平成２５年３月２２日規則第１４号 

平成２６年４月２５日規則第１７号 

平成２８年３月３１日規則第５０号 

平成２８年１１月２１日規則第７８号 

令和３年６月３０日規則第１８号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条第１項の規

定に基づき、匝瑳市が行う地域生活支援事業のうち、聴覚、言語機能、音声機

能その他の障害のため意思疎通を図ることに支障がある聴覚等障害者に対し、

手話通訳者及び要約筆記者（以下「意思疎通支援者」という。）の派遣を行う

匝瑳市意思疎通支援事業（以下「事業」という。）に関し必要な事項を定める

ものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

（１） 聴覚等障害者 法第４条第１項に規定する障害者で、身体障害者福祉

法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定により身体障害者手

帳の交付を受けたもの（当該障害者に係る障害が、身体障害者福祉法施行規

則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号に定める聴覚障害又は音声機

能若しくは言語機能に障害を有するものに限る。）をいう。 

（２） 手話通訳者 手話により聴覚等障害者と聴覚等障害者以外の者の意思

疎通を仲介する者であって、次のアからウまでのいずれかに該当するものを

いう。 
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ア 手話通訳士 手話通訳を行う者の知識及び技能の審査・証明事業の認定

に関する省令（平成２１年厚生労働省令第９６号）に基づき実施する手話

通訳技能認定試験に合格し、手話通訳士として登録した者をいう。 

イ 手話通訳者 都道府県の実施する手話通訳者認定試験に合格し、手話通

訳者として登録した者をいう。 

ウ 手話奉仕員 都道府県及び市町村で実施する手話奉仕員養成事業の履修

をし、当該都道府県及び市町村が手話奉仕員として登録した者をいう。 

（３） 要約筆記者 要約筆記により聴覚等障害者と聴覚等障害者以外の者の

意思疎通を仲介する者であって、都道府県の実施する要約筆記認定試験に合

格し、当該都道府県が要約筆記者として登録したものをいう。 

（事業の実施主体） 

第３条 事業の実施主体は、匝瑳市とする。ただし、事業の一部を社会福祉法人

千葉県聴覚障害者協会（以下「協会」という。）に委託して実施することがで

きる。 

（派遣対象者） 

第４条 意思疎通支援者の派遣を受けることができる者は、匝瑳市の区域内に居

住地を有する聴覚等障害者で、意思疎通支援者がいなければ、他の者との円滑

な意思の疎通を図ることが困難なものとする。 

（派遣申請及び決定等） 

第５条 意思疎通支援者の派遣を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、あらかじめ意思疎通支援者派遣申請書（第１号様式）を当該派遣を受けよ

うとする７日前までに市長に提出しなければならない。ただし、緊急時その他

市長が特に必要があると認める場合は、この限りでない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、意思疎通

支援者の派遣の可否を決定し、その結果を意思疎通支援者派遣決定（却下）通

知書（第２号様式）により申請者に通知するものとする。 

（派遣内容等） 

第６条 意思疎通支援者の派遣時間は、午前８時３０分から午後５時までとする。

ただし、市長が必要と認めるときは、この限りでない。 
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２ 市長は、当該派遣の対象となる活動が派遣対象者の地域における自立した日

常生活及び社会参加に限り、意思疎通支援者を派遣するものとし、当該派遣の

対象となる活動が次の各号のいずれかに該当する場合は、意思疎通支援者を派

遣しない。 

（１） 専ら営利を目的とするもの 

（２） 政治活動又は宗教活動を行うことを目的とするもの 

（３） 通勤、通学その他の通年かつ長期にわたるもの 

（４） 前３号に掲げるもののほか、意思疎通支援者を派遣することが適当で

ないと市長が認めたもの 

（派遣区域） 

第７条 意思疎通支援者を派遣する区域は、千葉県の区域とする。ただし、市長

が必要と認める場合は、この限りでない。 

（費用） 

第８条 意思疎通支援者の派遣に要する費用は、無料とする。ただし、意思疎通

支援業務を行う際に必要となる意思疎通支援者に係る入場料、参加費、その他

これらに類する費用は申請者が負担しなければならない。 

（派遣の停止等） 

第９条 市長は、申請者が虚偽の申請により意思疎通支援者の派遣の決定を受け

たときは、意思疎通支援者の派遣を停止し、又は意思疎通支援者の派遣に係る

費用の全部若しくは一部の負担を命ずることができる。 

（報告） 

第１０条 第３条の規定により事業の委託を受けた協会は、意思疎通支援者派遣

事業実施報告書（第３号様式）を月ごとに作成し、市長に報告するものとする。 

（その他） 

第１１条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成１８年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２０年７月２９日規則第４６号抄） 

（施行期日） 
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１ この規則は、平成２０年８月１日から施行する。 

附 則（平成２２年６月２１日規則第３４号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに、この規則に

よる改正前の規則の規定により調製した用紙は、施行日以後においても、当分

の間、所要の調整をして使用することができる。 

附 則（平成２５年３月２２日規則第１４号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年４月２５日規則第１７号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに、改正前の第

１号様式から第３号様式までの規定により調製した用紙は、施行日以後におい

ても、当分の間、所要の調整をして使用することができる。 

附 則（平成２８年３月３１日規則第５０号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第２号様式の規定は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）

以後に匝瑳市長が行う処分について適用し、施行日前に匝瑳市長が行った処分

については、なお従前の例による。 

附 則（平成２８年１１月２１日規則第７８号） 

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年６月３０日規則第１８号） 

（施行期日） 
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１ この規則は、令和３年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに、この規則に

よる改正前の規則の規定により調製した用紙は、施行日以後においても、当分

の間、所要の調整をして使用することができる。 
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第１号様式（第５条関係） 

第２号様式（第５条関係） 

第３号様式（第１０条関係） 

 


